
（平成２５年１２月２６日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会神奈川地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 12 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 9 件



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8737 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業

所における資格取得日に係る記録を昭和 38 年３月 26 日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を１万 6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月 26 日から同年４月１日まで 

 Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間が厚生年金保険の被保険者

期間となっていないが、当該期間においても同社に継続して勤務してい

た。 

 調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｂ社が保管している従業員台帳（発令情報）、同

社の回答及び同僚の供述から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し

（昭和 38 年３月 26 日に同社本社から同社Ｃ事業所に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所にお

ける昭和 38 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 6,000 円

とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明と回答しているが、事業主が

保管している申立人の「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認およ

び標準報酬決定通知書」における被保険者資格取得日が、昭和 38 年４月

  

  

  



                      

１日と記載されていることから、事業主は、同日を資格取得日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8738 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業

所における資格取得日に係る記録を昭和 38 年３月 26 日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月 26 日から同年４月１日まで 

 Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間が厚生年金保険の被保険者

期間となっていないが、当該期間においても同社に継続して勤務してい

た。 

 調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｂ社が保管している従業員台帳（発令情報）、同

社の回答及び同僚の供述から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し

（昭和 38 年３月 26 日に同社本社から同社Ｃ事業所に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所にお

ける昭和 38 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000 円

とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明と回答しているが、事業主が

保管している申立人の「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認およ

び標準報酬決定通知書」における被保険者資格取得日が、昭和 38 年４月

  

  

  



                      

１日と記載されていることから、事業主は、同日を資格取得日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8739 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に係る

記録を、平成 17 年８月 12 日は７万 8,000 円、同年 12 月 16 日及び 18 年

８月 11 日は 27 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17 年８月 12 日 

           ② 平成 17 年 12 月 16 日 

           ③ 平成 18 年８月 11 日 

  Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①から③

までの標準賞与額の記録が無い。 

  賞与支給明細書は所持していないが、賞与は支払われており、当該賞

与から厚生年金保険料を控除されていたので、申立期間の厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する賃金台帳から、申立人は、申立期間①から③までにおい

て賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

  また、申立期間に係る標準賞与額については、上記の賃金台帳において

確認できる賞与支給額及び保険料控除額から、平成 17 年８月 12 日は７万

8,000 円、同年 12 月 16 日及び 18 年８月 11 日は 27 万円とすることが妥

当である。 

  なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかにこれ

を確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでな

 

 

  



                      

いと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、上記賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う賞与額に

係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったと

は認められない。 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8740 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 40 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を３万 9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年９月１日から同年 10 月１日まで 

 私は、昭和 35 年４月から 41 年１月までＡ社に勤務したが、国（厚生

労働省）の記録によると、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間とな

っていない。 

 調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述から、申立人は、申立てに係るグループ会社に継続し

て勤務し（昭和 40 年 10 月１日に、Ａ社からＣ社に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

40 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 9,000 円とするこ

とが妥当である。 

  なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としているが、申立人と同時

期にＡ社からＣ社に異動した同僚 69 人全員について申立期間の被保険者

記録が無く、事業主の届出の誤りが推測されることから、事業主は昭和

40 年９月１日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

 

 

  



                      

申立人に係る同年９月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8741 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 41 年 11 月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 2,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和６年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 41 年 10 月 30 日から同年 11 月１日まで 

 私は、昭和 41 年８月１日にＡ社に入社し、平成６年に後継事業所で

あるＢ社を退職するまで継続して勤務していたにもかかわらず、申立期

間が厚生年金保険の被保険者期間となっていない。 

 調査の上、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が保管する勤務記録カード及び同社の回答から、申立人は、申立て

に係る事業所に継続して勤務し（昭和 41 年 11 月１日に、Ａ社からＣ社

（現在は、Ｂ社）に転籍）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和

41 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万 2,000 円とするこ

とが妥当である。 

  一方、オンライン記録によれば、Ａ社は、昭和 41 年 10 月 30 日（現在

は、昭和 41 年 11 月１日となっている。）に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっており、申立期間は適用事業所とはなっていない。しかし、Ｂ

社は、「Ａ社の解散時に雇用していた職員については、全員をＣ社の職員

として引き続き雇用した。」と回答しているところ、オンライン記録から、

同年 10 月 30 日にＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を喪失した

 

 

  



                      

41 人全員がＣ社の厚生年金保険の新規適用日である同年 11 月１日に同社

において被保険者資格を取得していることが確認できることから、Ａ社は、

申立期間において、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満

たしていたものと判断される。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立人の申立期間において厚生年金保険の適用事業所

でありながら、社会保険事務所に対して適用事業所に該当しなくなった旨

の届出を行ったことが認められることから、申立人の申立期間に係る厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。

 

 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7160 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年１月、52 年１月から同年３月までの期間及び 54 年１月

から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年１月 

          ② 昭和 52年１月から同年３月まで 

          ③ 昭和 54年１月から同年３月まで 

 私の結婚前の国民年金の加入手続については、両親のどちらかが行って

くれ、国民年金保険料については、父親が納付してくれていた。 

 昭和 48 年の結婚後は、夫が私の国民年金の加入手続を行ってくれ、私が

駅前の金融機関又は郵便局で私と夫の国民年金保険料を一緒に納付してい

たと思う。 

 結婚前は父親が、結婚後は私が国民年金保険料を納付していたにもかか

わらず、申立期間①が国民年金に未加入、申立期間②及び③の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

   

   

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①当時の国民年金の加入手続を両親のどちらかが行っ

てくれ、国民年金保険料の納付を父親が行っていたはずであると述べている

が、申立人自身は、当該期間当時の国民年金の加入手続及び保険料の納付に

直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続等を行ったとする両親の

うち、その父親は既に他界しており、その母親からも証言を得ることができ

ないことから、当該期間の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

  また、申立人は、Ａ町及びＢ市で、それぞれ国民年金手帳記号番号が払い

出されており、申立人のＡ町で払い出された手帳記号番号の被保険者資格喪

失日は、昭和 46 年 10 月１日であることがオンライン記録により確認でき、

Ｂ市の手帳記号番号での当該資格取得日は 48 年６月１日であることが特殊

 

  



 

台帳及びオンライン記録により確認できることから、申立期間①は国民年金

に未加入であり、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

  さらに、申立期間②及び③について、申立人は、夫婦二人分の国民年金保

険料を納付書により金融機関又は郵便局で納付していたと述べているところ、

ⅰ）申立人とその夫の特殊台帳において、昭和 51 年度及び 53 年度の摘要欄

に納付書発行の記載があるため、当該期間に係る過年度納付書が発行された

ものと推認でき、当該期間の保険料を過年度納付することは可能であるが、

申立人は、保険料を遡って納付したかどうか分からないと述べており、当該

期間の保険料の納付状況が不明であること、ⅱ）申立人が保険料を一緒に納

付していたとするその夫も、当該期間の保険料が未納となっていることが、

夫の特殊台帳及びオンライン記録により確認できることから、申立人が当該

期間の保険料を納付していたと推認することはできない。 

  加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7161 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年１月から７年６月までの期間、８年２月から同年３月ま

での期間及び９年４月から 10 年６月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年１月から７年６月まで 

           ② 平成８年２月から同年３月まで 

           ③ 平成９年４月から 10年６月まで 

  私は、それまで勤めていた会社を平成６年１月に退職し、国民年金の加

入手続を、国民健康保険の加入手続とともに区役所で行った。加入手続後、

申立期間①、②及び③の国民年金保険料は、自宅近くの駅前の銀行で、ほ

とんど毎月納付していた。 

  私は、平成６年及び９年の手帳、同年の手帳に挟まれていたメモ書き及

び同年分の確定申告書（控）を所持しており、６年の手帳には国民年金保

険料を納付する予定であったことを示す金額の記載が、また９年のメモ書

き及び確定申告書には、同年当時、国民健康保険料とともに国民年金保険

料を納付する意思があったことを示す金額の記載があるにもかかわらず、

申立期間①、②及び③の保険料が未納とされていることに納得できない。 

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成６年１月に会社を退職後、国民年金の加入手続を行い、申

立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付していたと主張しているが、加
お ぼ

入手続の時期を 憶 えておらず、当該期間に係る厚生年金保険から国民年金

への切替手続等を行った記憶も無いことから、当該期間当時の加入状況等が

不明である。 

  また、オンライン記録によると、申立人の基礎年金番号は平成 11 年 10 月

18 日に付番され、申立人は、当該基礎年金番号で国民年金第１号被保険者資

格を 20 歳となった昭和 60 年＊月＊日まで遡って取得していることが確認で

 

  



 

き、同番号が付番された時点においては、申立期間①、②及び申立期間③の

一部の国民年金保険料は、時効により納付することができない。 

  さらに、オンライン記録によると、申立人は、平成 21 年８月に統合処理さ

れる以前において、厚生年金保険記号番号からの切替を契機に、９年１月１

日に別の基礎年金番号が付番されていることが確認できるが、当該基礎年金

番号により第１号被保険者資格を取得した記録は確認できないことから、当

該基礎年金番号で申立期間①、②及び③の保険料を納付することもできない。 

  加えて、申立人は、申立人の所持する平成６年の手帳の３月のページに、

同月に２か月分の国民年金保険料を納付する予定であったことを示す記載が

あると述べているが、同記載の金額は、同月に現年度納付が可能な２か月分

の保険料を実際に納付する場合に必要となる保険料額と相違している。 

  その上、申立人は、所持する平成９年のメモ書きに、同年当時、国民健康

保険料とともに国民年金保険料を納付する意思があったことを示す記載があ

ると述べているが、同記載の金額は、国民年金保険料と国民健康保険料の合

算額とした場合、その内訳が不明であり、申立人の所持する同年分の確定申

告書（控）の社会保険料控除種別記載欄も、社会保険料及び国民健康保険料

の支払額の記載のみで、国民年金保険料に関する記載は見当たらない。 

  そのほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

別の関連資料が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 

 

 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7162 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年１月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年１月から 55年３月まで 

 昭和 51 年１月頃に、私の母親が、私の国民年金の加入手続を行ってくれ

たが、母親は亡くなっているため詳細は不明である。 

 申立期間の国民年金保険料は、母親が郵便局で納付してくれていたと思

うが、納付頻度及び保険料の月額等については分からない。 

 母親は、私のことを考えて私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保

険料を納付してくれていたはずなので、申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得がいかない。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 51 年１月頃に、母親が申立人の国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付してくれていたと思うと述べているが、申立人は、国

民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の当該手

続及び保険料の納付を行ったとする申立人の母親及び父親は既に他界してい

ることから、証言を得ることができず、国民年金の加入状況及び保険料の納

付状況が不明である。 

  また、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入

被保険者の資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続時期は、昭和 55

年６月と推認され、申立人が主張する国民年金の加入手続時期と一致しない。 

  さらに、前述の申立人の国民年金の加入手続時点において、申立期間は、

第３回特例納付及び過年度納付により納付することは可能であるが、申立人

は、その母親から、保険料を遡ってまとめて納付したことを聞いた記憶が無

い上、申立人の主張どおりに申立期間の保険料を納付するためには、申立人

に別の国民年金手帳記号番号が払い出されている必要があるが、申立期間の

 

 

  



 

前後を通じて同一区内に居住していた申立人に、別の手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情は見当たらず、その形跡も無い。 

  加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに当該期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8742 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 13 年２月１日から 19 年９月３日まで 

 私がＡ社に勤務していた期間のうち、同社が厚生年金保険の適用事業

所となっていた申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていない。

当該期間については、毎月の給与から厚生年金保険料が控除されていた

ことに間違いないので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に勤務していた複数の同僚の証言から、期間は特定できないものの、

申立人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

 しかしながら、Ａ社は、平成 19 年９月３日に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなっており、現存しておらず、申立人の勤務実態及び保険料控

除について確認することができない。 

 また、Ａ社の元事業主に照会を行ったが回答を得ることができず、申立

人の勤務実態及び保険料控除について確認することができない。 

 さらに、Ａ社の同僚から、申立人の保険料控除をうかがわせる証言は無

く、申立人の保険料控除について確認することができない。 

 加えて、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、申立人の

申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  

  

  

  

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8743 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年９月２日から 36 年４月１日まで 

 私は、Ａ社に昭和 34 年７月１日から 36 年３月 31 日まで勤務してい

たが、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間となっていない。 

 調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述から、期間は特定できないものの、申立人がＡ社に勤

務していたことは推認できる。 

  しかしながら、申立人と同職種であったとする同僚は、自身が記憶する

退職日以前にＡ社において被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

  また、Ａ社は、「当時の資料が残っていないため、申立人の申立期間に

おける勤務実態及び保険料の控除については不明であるが、保管している

昭和 36 年１月以降の厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書の中に申

立人に係る記載が無いことから、申立てどおりの資格喪失の届出は行って

いない。」と回答している。 

  さらに、複数の同僚に照会したものの、申立人の厚生年金保険料控除に

ついて具体的な証言を得られない。 

  加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の

資格喪失日が昭和 34 年９月２日と記載されており、オンライン記録と一

致している上、遡及訂正などの不自然な形跡は確認できない。 

  このほか、申立人は、申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、申立人の申立期間にお

ける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

 

 

 

 

 

  



                      

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8744 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料をＡ社の事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58 年３月頃から 59 年３月頃まで 

          ② 昭和 60 年 10 月頃から 62 年３月頃まで 

 私は、申立期間①及び②において、Ａ社にＢ職として勤務していたが、

厚生年金保険の被保険者期間となっていない。 

 調査の上、申立期間①及び②をＡ社の被保険者期間として認めてほし

い。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、申立人は、Ａ社に勤務していたと主張して

いる。 

  しかしながら、申立期間①及び②において、申立人のＡ社における雇用

保険の加入記録は確認できない上、申立期間②のうち、昭和 61 年 11 月１

日から 62 年１月 24 日までの期間は、同社以外の事業所の厚生年金保険被

保険者期間となっていることが確認できる。 

  また、申立期間①及び②において、Ａ社の厚生年金保険被保険者記録が

ある３人の同僚及び申立期間②において同社の厚生年金保険被保険者記録

がある１人の同僚は、申立人を記憶していないと供述している。 

  さらに、申立期間①及び②において、Ａ社の経理及び社会保険担当者で

あったとする同僚は、「希望者については厚生年金保険に加入させていた

が、Ｂ職は、勤務日数が不定なためアルバイトが多く、加入を希望しない

者がほとんどであった。」と供述している上、ほかの同僚は、「厚生年金

保険には希望者のみ加入していた。」と供述している。 

  加えて、上記の経理及び社会保険担当者であったとする同僚は、申立期

 

 

 

 

  



                      

間①の一部期間である昭和 59 年頃の従業員数は 150 人ぐらいだった旨供

述しているところ、オンライン記録では、59 年１月から同年 12 月までの

Ａ社における被保険者数は、23 人から 28 人で推移していることが確認で

きることから、同社においては、全ての従業員を厚生年金保険に加入させ

ていたわけではない状況がうかがえる。 

 また、当時の事業主は、「申立期間①及び②当時の資料が無く、申立人

に係る勤務実態及び保険料控除については、不明である。」と回答してい

る。 

 このほか、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料が控除されていたこ

とをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料をＡ社の事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

  

  

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8745 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年 12 月 20 日から 60 年２月 20 日まで 

 私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）に臨時雇用の職員として勤務していたが、

申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。 

 調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述から判断すると、申立人が申立期間において、Ａ社に

臨時雇用の職員として勤務していたことがうかがえる。 

  しかしながら、上記の複数の同僚は、「臨時雇用の職員は、試用期間が

あり、入社と同時には厚生年金保険には加入していなかったため、自身が

入社して２か月後に厚生年金保険の被保険者資格を取得している。」と述

べている。 

  また、Ｂ社及び企業年金連合会が保管しているＣ厚生年金基金の加入員

記録により、申立人が昭和 60 年２月 20 日にその資格を取得していること

が確認でき、オンライン記録と一致している。 

  さらに、Ｂ社は、申立期間に係る厚生年金保険料を申立人の給与から控

除したか否かについて、当時の資料を保管しておらず不明である旨回答し

ている上、申立人は上司及び同僚の姓のみしか記憶していないため、これ

らの者を特定できず、照会することができない。 

  加えて、申立人は、申立期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持してお

らず、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

 

 

 

  



                      

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8746 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 明治 43 年生 

住 所 ：  

    

    

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年頃から 47 年４月 25 日まで 

 申立期間当時、私の父親は、Ａ社及びＢ社の両事業所で勤務していた。

申立期間において、父親自身が経営するＡ社に勤務していたにもかかわ

らず、厚生年金保険の記録が無いので、調査の上、厚生年金保険の被保

険者期間であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の子が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

   

   

第３ 委員会の判断の理由 

   商業登記簿謄本により、申立人がＡ社の事業主であることが確認できる

ことから、申立人は、同社において勤務していたと認められる。 

  しかしながら、オンライン記録により、Ａ社は昭和 42 年９月 11 日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間のうち、同日より前の期

間においては適用事業所となっていないことが確認できる。 

  また、申立人は死亡している上、Ａ社は既に解散していることから、申

立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認することができ

ない。 

  さらに、元従業員に照会したものの、申立人の申立期間に係る厚生年金

保険料控除についての供述は得られなかった。 

  加えて、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票は見当

たらず、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

  このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8747 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準賞与額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住 所 ：  

    

    

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年７月 13 日 

 Ａ社における厚生年金保険の被保険者記録のうち、申立期間の標準賞

与額の記録が年金給付に反映されない記録となっている。 

 調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

   

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の記録では、申立期間に係

る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計

算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、同社が保管し

ている支給項目控除一覧（賃金台帳）により、申立人は、申立期間におい

て、標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

 しかしながら、商業登記簿謄本により、申立期間当時、申立人がＡ社の

代表取締役であったことが確認でき、申立人は、「私は、同社に係る社会

保険事務の最終責任者であり、最終決裁権限は自身にあった。」と回答し

ており、現在の事業主も同様の証言をしている上、当時の社会保険事務及

び経理担当者は、「社会保険事務に係る届出については、事業主が確認し

ており、その上で押印していた。」と供述していることから、申立人が、

同社が申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないこ

とを知らず又は知り得なかったとは考え難い。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）第１条第

１項ただし書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、

又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められるこ

とから、申立期間における厚生年金保険の標準賞与額に係る記録について、

特例法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 

  

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8748 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準賞与額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 16 日 

          ② 平成 15 年 12 月 18 日 

          ③ 平成 16 年７月 13 日 

          ④ 平成 16 年 12 月 14 日 

          ⑤ 平成 17 年７月 20 日 

          ⑥ 平成 17 年 12 月 15 日 

          ⑦ 平成 18 年７月 14 日 

          ⑧ 平成 18 年 12 月 14 日 

          ⑨ 平成 19 年７月 19 日 

          ⑩ 平成 19 年 12 月 18 日 

          ⑪ 平成 20 年７月 17 日 

          ⑫ 平成 20 年 12 月 11 日 

 Ａ社における厚生年金保険の被保険者記録のうち、申立期間の標準賞

与額の記録が年金給付に反映されない記録となっている。 

 調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の記録では、申立期間に係

る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計

算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、同社が保管し

ている支給項目控除一覧（賃金台帳）により、申立人は、申立期間におい

て、標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

 しかしながら、申立人は、「申立期間においてＡ社の社会保険事務及び  

  



                      

経理事務は私が担当していた。」と供述しており、当時の代表取締役も同

様の回答をしている。 

 また、申立人は、「申立期間当時、申立期間に係る賞与の届出はしてい

ない。毎月の保険料と一緒に口座振替されていると思っていた。」と供述

しているが、申立人は、Ａ社の経理担当として同社の資金繰りを担当し、

資金の流れを管理していた者であり、当該預金口座も実務担当者である申

立人の管理下にあったと考えられる上、申立期間が約５年６か月間と長期

間にわたることを踏まえると、申立人が、同社が申立期間に係る厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないことを知らず又は知り得なかった

とは考え難い。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）第１条第

１項ただし書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、

又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められるこ

とから、申立期間における厚生年金保険の標準賞与額に係る記録について、

特例法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 

  

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8749 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住 所 ：  

    

    

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10 年 12 月 31 日から 11 年１月１日まで 

 私は、平成７年 10 月 16 日にＡ社に入社し、10 年 12 月 31 日まで勤

務していた。雇用保険の加入記録もあることから、厚生年金保険料も控

除されたはずなので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録によると、申立人のＡ社における離職日は平成 10

年 12 月 31 日とされている。 

  しかしながら、Ａ社が保管する申立人に係る健康保険厚生年金保険被保

険者資格喪失確認通知書により、平成 11 年１月７日に、同社に係る被保

険者資格を 10 年 12 月 31 日付けで喪失した旨の届出が行われたことが確

認でき、当該確認通知書には、退職日として同年 12 月 30 日と記載されて

いる。 

  また、Ａ社は、申立期間当時の経理書類を保存しておらず、申立期間の

厚生年金保険料の給与からの控除については不明である旨回答している。 

  さらに、申立人は、申立期間前後のＡ社からの給与の振込みを確認でき

る通帳の写しを提出しているものの、給与明細書等の資料は所持しておら

ず、当該振込額のみでは、申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認す

ることができない。 

  このほか、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実を総合的に判断すると、申立人が、厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8750 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月１日から 41 年３月１日まで 

 オンライン記録では、Ａ社及び申立てに係る事業所であるＢ社が脱退

手当金支給済みとされている。 

 しかし、私が脱退手当金を受給したのは、Ａ社のみで、Ｂ社では脱退

手当金を受給していない。 

 調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人が脱退手当金の受給を認めている期間と申

立期間は、合算して脱退手当金が支給されたこととなっているところ、当

該期間は、同一の厚生年金保険被保険者記号番号で管理されていたことが

確認できる上、申立人が受給を認めている期間のＡ社に係る事業所別被保

険者名簿には、当該事業所を最終事業所とする脱退手当金の受給記録があ

る者には全て「脱」表示があるが、申立人には当該表示が無く、ほかに申

立人が受給を認めている期間のみで脱退手当金を受給していたことはうか

がえないことから、申立期間も併せて受給したと考えるのが自然である。 

 また、申立人のＢ社に係る事業所別被保険者名簿には、脱退手当金の支

給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間のＢ社での

23 月とそれ以前のＡ社での期間である 46 月を合計した 69 月を基礎とし

た脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど一連の事務処理に不自然

さはうかがえず、申立期間を含む脱退手当金を受給したことを疑わせる事

情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  

  

  




